























































　　　about Financial Instruments with Off-Balance-Sheet Risk and Financial Instru-
　　　ments with Concentrations of Credit Risk)
　　・基準書第107号（1991）「金融商品の公正価値に関する開示」(Disclosures
　　　about Fair Value of Financialｌｎstｒｕｍｅｎts）／基準書第126号（1996）「非公開
　　　企業に対する金融商品の開示の免除」(Exemption from Certain Required
　　　Disclosures about Financial Instruments for Certain Nonpublic Entities) (基準
　　　書第107号の改訂）
　　・基準書第114号（1993）「債権者による貸付金の減損の会計」(Accounting by
　　　Creditors for Impairment of ａＬｏａｎ）／基準書第118号（1994）「債権者による
　　　貸付金の減損の会計一損益認識と開示」(Accounting by Creditors for Im-
　　　pairment of a Loan ―Income Recognition and Disclosures) (基準書114号は改
　　　訂され，基準書118号となった。）
　　・基準書第115号（1993）「負債証券および特定の持分証券に対する投資に関
　　　する会計」(Accounting for Certain Investments in Debt and Equity Securities)
　　・基準書第119号（1994）「デリバティブ金融商品と金融商品の公正価値に関
　　　する開示」(Disclosure about Derivative Financial Instruments and Fair Value
　　　of Financial Instruments)
　　・基準書第125号（1996）「金融資産の譲渡とサービス業務並びに負債の消滅
　　　　　　　　　　　　　　－179（192）－
出しながら，現在までその活動を継続している。しかし，残念ながら金融
商品がもつ問題の多様性のために，プロジェクトの最終目的である金融商
品の認識，測定，開示を首尾一貫して取扱う包括的な会計基準の制定まで
には至ってはいない。本論文では, FASBが金融商品プロジェクトの検討
課題の中でも特に力を入れているヘッジ会計について，金融商品プロジェ
クト内の「デリバティブとヘッジ会計」プロジェクトが，1996年６月に公
開草案「デリバティブおよび類似金融商品とヘッジ活動に関する会計」を
公表するまでに至った経過と，その公開草案の具体的内容を概観する。そ
して最後に公開草案について現時点までに行われているいくつかの変更点
をみることにする。
２「デリバティブとヘッジ会計」プロジェクト
　（1）公開草案公表までの経緯
　FASBの金融商品プロジェクトは，プロジェクトをその開始当初から，
「ディスクロージャー」を取り扱うサブ・プロジェクトと，「認識と測定」
を取り扱うサブ・プロジェクトの２つに分けてスタートしたわけであるが，
「認識と測定」プロジェクトでは，①認識を終了すること，認識しないこ
と，そして相互に関連する金融資産と金融負債を相殺することは適当か，
②市場リスクと信用リスクを転嫁しようとする金融商品と金融取引，そし
てこれらリスク転嫁項目に関連する対象資産・負債の会計処理をどのよう
に行うべきか，そして③金融商品をどのように測定すべきか，という問題
の検討を目的としていた3）。そして，このプロジェクトの当初に着手され
―178(193)―
たのが，①の認識終了，無意識，相殺の問題であった。その後，正式なサ
ブ・プロジェクトとなるのはもっと後のこととなるが，1989年という比較
的早い時期から，②のヘッジ会計という特別な会計処理の適用の問題につ
いても，このプロジェクトの一環として検討が開始され，1991年９月には，
リサーチ・レポート「ヘッジ会計：基本問題の探求」が公刊された4）。
　FASBはこのリサーチ・レポートの研究成果を引き継ぐべく，1992年１
月から正式に「ヘッジおよびヘッジ会計」プロジェクトを発足させ，ヘッ
ジ会計についての審議を開始した。このプロジェクトの成果として1993年
６月に公表されたのが，後述するスタッフ・レポート「ヘッジおよびその
他のリスク調整活動に関する問題についての暫定的結論を含む討議報告」
である。この討議報告では，ヘッジ効果が明瞭に表現されない現行の繰延
ヘッジ会計の欠点を修正する観点から，適格ヘッジに対する会計処理とし
て部分有効性ヘッジ会計(partial effectivenessapproach)を採用すべきだと
暫定的に結論づけている。その後, FASBは，デリバティブの会計処理を
明らかにすることにより，ヘッジおよびヘッジ会計に関連する問題のかな
りの部分を解決するような代替案の検討をも開始した。
　1994年11月, FASBは従来のヘッジ会計を大幅に変更する仮決定を行っ
た。これは時価会計の大幅な導入ともいえるものであり，すべての金融商
品を時価評価するというＦＡＳＢの長期的ビジョンと合致し，しかも現行
の複雑なヘッジ会計を簡素化し，広範なリスク・マネジメント活動に対応
できるという利点があった。その後，この仮決定に対する反対意見が提出
－177(194)－
され，1995年10月，そして1996年１月にも, FASBはヘッジ会計に関する
仮決定を再三にわたり行っている。またこの間，現行のヘッジ会計の問題
点についての検討も進められ，1995年10月には，オーストラリア，カナダ，
英国の会計基準設定機関および国際会計基準委員会との共同で，スペシャ
ル・レポート「ヘッジ会計に関する主要問題」5）を公表している。このよ
うにさまざまな討議が行われた結果として，1996年６月に公表されたのが，
公開草案「デリバティブおよび類似金融商品とヘッジ活動に関する会計」
である。なお，現在ではこのプロジェクトの名称は，「ヘッジおよびヘッ
ジ会計」から，「デリバティブとヘッジ会計」というように変更されてい
る。
　（2）スタッフ・レポート「ヘッジおよびその他のリスク調整活動に関す
　　　る問題についての暫定的結論を含む討議報告」6）
　ここでは①ヘッジ会計の適用可能な範囲，②リスク管理活動の分類とそ
れに対応した会計処理方法，③デリバティブの認識と測定，という問題が
取り扱われ，暫定的結論としてヘッジ会計に関するスタッフの考え方を提
示している。
　第１の適用可能範囲については，現存する資産・負債，または確定約定
に係る金利リスク，為替リスク，さらには実物商品価格リスクに対する工
クスポージャーを減少させるものに対して，ヘッジ会計が許容できるとし
－176(195)－
ている(10, 126)。なお，予定取引のヘッジに対してヘッジ会計を許容す
べきかどうかという問題については，結論に達していないとしている
(127)。ヘッジ会計の適格要件については，ヘッジの開始時において，企
業は，ヘッジ対象およびヘッジ手段の意思表明を行う必要があるとともに，
認識または測定上の変則事態の存在，ヘッジ対象とヘッジ手段の間の明瞭
な経済的関係の存在，ヘッジ対象とヘッジ手段との間の高度の逆相関の合
理的期待の存在，の３点について証明しなければならないとしている(131
-141)。
　第２のリスク管理活動については，まずヘッジ活動(hedging)とその他
のリスク調整活動(other risk-adjustingactivities)に大別し，後者をさらに，ダ
イナミック・ポートフォリオ管理(dynamic portfoliomanagement)と合成金融
商品の創出(creationofsyntheticnstruments)とに区別し，それぞれに対して
適用すべき会計処理方法を暫定的に示している。ここでヘッジ活動とはリ
スクを削減する活動をいい，その他のリスク調整活動とは望ましいリスク
のレペルを設定し，その達成のためにリスクを調整する活動をいうとして
いる(16-27)。
　この分類によるヘッジ活動に適用されるヘッジ会計に関して注目すべき
１つの点は，スタッフ・レポートが，繰延ヘッジ会計を修正した部分有効
性ヘッジ会計の採用を推奨していることである（72）。　有効性ヘッジ会計
とは，ヘッジ手段が公正価値で測定され，一方，ヘッジ対象が歴史的原価
で測定される状況下で，ヘッジ手段の公正価値変動による損益のうち，ヘ
ッジ対象の公正価値変動によって相殺される範囲までを繰延べる方法であ
り，これには全体有効性ヘッジ会計と部分有効性ヘッジ会計の２つのタイ
プがある。全体有効性ヘッジ会計では，１期間に生じたヘッジ対象の公正
価値変動額と同額の部分をそのまま繰延べの対象とするのに対して，部分
有効性ヘッジ会計では，ヘッジが有効なのはヘッジの開始時以降，ヘッジ
手段の公正価値変動累積額がヘッジ対象の（認識はされていないが）公正価
　　　　　　　　　　　　　－175（196）－
値変動累積額を超過しない範囲内であるという考えに立ち，この有効性の
範囲内で，ヘッジ手段の公正価値変動累積額の繰延べを行うという点で，
両者は異なっている(67-75)。いずれにしろ，有効性ヘッジ会計とは，繰
延ヘッジ会計と時価ヘッジ会計の混合形態といえるものである。もちろん
ヘッジの有効性の範囲から乖離する部分については，その期の損益に計上
されることになる。
　ダイナミック・ポートフォリオ管理は，資産・負債をポートフォリオ単
位で定期的に評価することにより，金利リスク，為替リスクを管理し，全
般的リスクを望ましいレペルにしようとするものである。ここではヘッジ
会計のすべての適格要件が満たされる場合には，部分有効性ヘッジ会計に
より個別ヘッジとして会計処理することができるとし，そうでない場合に
は，時価プール・アプローチ(mark-to-market poolapproach)により，ポート
フォリオに含まれるすべての資産・負債を時価評価し，その損益をその期
に稼得損益として計上することを提案している(145-160)。もう一つのリ
スク調整方法である合成金融商品の創出とは，２つ以上の金融商品が合成
されることにより，別の１つの金融商品が創出されるように会計処理を行
おうとするものである。これについては，合成に成功している程度を示せ
るようなアプローチの検討がなされたが，結論を出すまでには至っていな
いとしている。このアプローチでは，合成された資産または負債を貸借対
照表上，単一の項目として計上し，合成が成功している範囲内で１つの金
融商品として評価するというものである。よって，合成金融商品を構成す
る各金融商品の正味公正価値変動累積額の合計額と合成金融商品として本
来あるべき公正価値変動累積額を比較し，両者に差額があれば，それは合
成が不完全な部分として損益認識されることになる(161-174)。
　第３のデリバティブの認識と測定については，それらがヘッジ会計また
は他の特殊な会計処理に適格でない限り，関連ヘッジ要素から切り離して
デリバティブを当初から認識し，公正価値で測定すべきであるとし，また
　　　　　　　　　　　　　　－174(197)－
この結果生ずる損益は稼得利益として認識すべきであるとしている（175-
180）。
　（3）ヘッジ会計に関する仮決定
　1994年11月, FASBは従来のヘッジ会計を大幅に変更する仮決定を行っ
た。それ以降，1995年10月，そして1996年１月にもそれぞれ,FASBはヘ
ッジ会計に関する仮決定を行っている。
　まず1994年11月の仮決定7）では，全てのデリバティブを公正価値により
評価し，その上で，デリバティブをトレーディング目的とトレーディング
以外の目的の２カテゴリーに区分し，それぞれに対して異なった会計処理
を行うとしている。　トレーディング目的のデリバティブについては，その
公正価値変動額を発生期間に損益認識し，トレーディング以外の目的（リ
スク管理目的）のデリバティブについては，その公正価値変動額を未実現
損益として，実現時まで資本勘定の独立項目に計上し，実現した利得・損
失だけを損益認識するというものである。この方法の利点としては，デリ
バティブに関するリスクがより見えやすく，理解可能になるばかりでなく，
財務諸表の比較可能性の向上，単純でありコストがかからないという点に
加えて，デリバティブに係る損益は本来，資産・負債の要件を満たしてお
らず，したがってこれを資産・負債として繰延べるべきではないという理
論的要請にも合致する点をあげている。この考え方は，負債証券および特
定の持分証券について公正価値評価を求めた基準書第１１5号と同じといえ
－173(198)－
る。
　1995年10月の仮決定8)は，企業はデリバティブとヘッジ会計処理につい
て，次の２つの方法から１つを選択できるというものである。　１つは前述
の1994年11月に仮決定された方法であり，もう１つは，公正価値による評
価の範囲をデリバティブだけではなく，すべての金融商品にまで拡大する
方法である。そして後者の場合，トレーディング目的の金融商品はその公
正価値変勅額を発生期間に損益認識し，その他の金融商品の公正価値変動
額は実現時まで資本勘定の独立項目に計上される。また，公正価値の算定
については，基準書第107号で示された評価ガイダンスに拠ることとして
いる。
　1996年１月になると, FASBは，資産・負債及び確定約定のヘッジ要件
を満たすデリバティブについて簿価修正を認めるとともに，予定取引のヘ
ッジとして指定された取引に係る損益の繰延を受け入れるアプローチを検
討するという仮決定を行った9)。この仮決定においてもすべてのデリバテ
ィブは公正価値評価されるが，その結果生ずる損益については，デリバテ
ィブが果たす役割により，次のように異なる会計処理が考えられている。
予定取引のヘッジとして指定されたデリバティブについては，公正価値変
動による損益は当期の稼得利益には含めず，包括利益の一部として計上し，
予定取引が発生した期間に損益認識する。次に，資産・負債または確定約
定のヘッジとして指定されたデリバティブについては，公正価値変動によ
る損益を当期の稼得利益に含めるが，この損益により相殺されるヘッジ対
象に係る損益の認識時期を早め，両方の損益が同一期間に損益認識される
ようにする。そして，その他のすべてのデリバティブについては，公正価
値変動による損益をその発生期間に認識するというものである。この仮決
定の内容は次に述べる公開草案に非常に近いものである。
－172(199)－
３　公開草案「デリバティブおよび類似金融商品とヘッジ活動に
　　関する会計」
　（1）概要
　ＦＡＳＢは，1996年６月に公開草案「デリバティブおよび類似金融商品と
ヘッジ活動に関する会計」を公表した。1o）本草案は1992年１月にスタート
したデリバティブとヘッジに関するプロジェクトの成果であり，前述の
ＦＡＳＢ金融商品プロジェクト全体の中の位置づけでいうと，「認識と測定」
を取扱うサブ・プロジェクトの成果である。
　本草案は，企業ばかりでなく，非営利企業や年金プランを含むすべての
事業体を適用の対象として（4），デリバティブおよびデリバティブと類似の
金融商品に対する会計処理と報告の基準を確立することを目的としている。
本草案は，まず，すべてのデリバティブを公正価値で測定し，資産または
負債として貸借対照表に計上することを提案している。次に，デリバティ
ブの公正価値変動の会計処理について，その利用目的により４つの異なっ
た処理方法を提案している。ここでいう利用目的とは，①公正価値ヘッジ，
②キャッシュ・フロー・ヘッジ，③在外事業に対する純投資の為替リスク
・エクスポージャー・ヘッジ，④ヘッジ以外の利用目的の４つである。
－171(200)－
　デリバティブが第一の利用目的である公正価値ヘッジに指定されている
場合には，デリバティブの損益はその発生期間に損益認識されるが，ヘッ
ジ対象である資産，負債，確定約定に関する損益を同じ期間に認識するこ
とにより，両方の損益が相殺される。ただし相殺できるヘッジ対象の損益
は，デリバティブの損益の範囲内までである。デリバティブが第二の利用
目的であるキャッシュ・フロー・ヘッジに指定されている場合には，デリ
バティブの損益はその他の包括利益に計上され，ヘッジ対象の予定キャッ
シュ・フローが発生すると期待される日に損益認識される。第三の利用目
的である在外事業に対する純投資の為替リスク・エクスポージャーのヘッ
ジとして指定されたデリバティブについては，為替変動から生ずるヘッジ
の損益は，累積的換算調整の一部としてその他の包括利益に計上される。
そして最後に，ヘッジと指定されないデリバティブの損益は，それが発生
した期に損益認識されるというのが本草案でのデリバティブの会計処理の
概要である（11）。なお，キャッシュ・フロー・ヘッジの場合には，デリ
バティブの損益はその他の包括利益に計上されるため，包括利益の報告お
よび表示を明確にするために，公開草案「包括利益の報告」も本草案と同
時に公表された。
　本草案は，1997年12月16日以降開始する事業年度の財務諸表から適用さ
れることが予定されており，これに伴い基準書第80号，第105号，第119号
が廃止され，第52号，第107号の一部が修正されるとしている。
　（2）デリバティブ金融商品の定義
　本草案ではデリバティブ金融商品(derivative financialinstruments)を次のよ
うに定義している（６）。
　　「取引条件の定めるところによって，開始時または特定事象の発生時に，
その保有者（または発行者）に，基礎商品（すなわち，一つもしくはそれ以上
の参照された金融商品，実物商品またはその他の資産のこと，もしくはレート，価
　　　　　　　　　　　　　　－170（201）－
格指数またはその他の市場指標が適用される特定項目のこと)の価格変動の一部
またはすべてに参加する権利(または義務)を提供する金融商品であり，
次に示すものを除き，保有者または発行者に当該基礎商品の所有または引
渡しを求めないものである。基礎商品の所有または引渡しを求める契約で
も,（ａ)基礎商品が他のデリバティブである場合，(b)現金による差金決済で
のみ契約を手仕舞う仕組みが市場(組織化された取引所など)に存在する場
合,（ｃ)慣習として，基礎商品の価格変動に基づいて現金決済のみが行われ
ている場合には，当該契約はデリバティブ金融商品となる。｣
　さらに上記の定義を満たさない場合にも，契約により要求されるキャッ
シュ・フローの一部または全部が，一つもしくはそれ以上の基礎商品の価
格変化の効果を増幅，もしくは削減するような仕方で参照，決定される金
融商品もまた本草案の適用を受けるとし,（ａ)ある特定の条件のもとでは，
LIBORの変動幅に額面を超過する金額を掛けて金利を計算する負債証券，
(b)2つの参照為替レートの差額に，額面金額と１より大きい乗数を掛けた
金額を満期日に支払う負債証券,（ｃ)指定された指標が，ある設定された範
囲内に収まった日数により金利が変動する負債証券，(９)が挙げられて
いる。
　このように基準書第119号で行っていた個別取引に言及する形での定義
とは異なって，本草案が一般的な性質を示す形でデリバティブの定義を行
っていることには，金融市場の継続的発展，および金融技術革新の進展に
伴い今後登場してくるかもしれないデリバティブにも対応できるようにと
の考えからである。この定義の結果，デリバティブ金融商品としては基準
書第ｌｌ9号と同様に，多くの先渡契約，先物契約，スワップ，オプション
および類似の金融商品が含まれるが，以前の基準書では範囲外であった実
物商品に基づく契約も対象に含められている。また逆に，基準書第１１9号
ではオプション類似契約と見られたローン・コミットメントは，本草案で
は対象から外されている。
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　（3）背景と基本方針
　本草案の内容が決定された背景としては，これまでのデリバティブとヘ
ッジ会計を定めてきた会計指針が，不完全性，非整合性，複雑性，そして
効果の不透明性という問題をもつことが指摘されている(44-51)。
　不完全性とは，これまでデリバティブとヘッジ会計のための正式な会計
指針が，基準書第52号「外貨換算」と第80号「先物取引の会計」の２つだ
けであるということから生じる問題である。この２つの基準書でカバーさ
れるデリバティブの種類は限られており，カバーできないデリバティブに
ついては, EITF (緊急問題専門部会）等で個別的にアドホックな対応がなさ
れてきたというのがこれまでの現状である。その結果,（ａ）ヘッジ戦略の一
環であるか否かに関わらず，多くのデリバティブがオフバランスで処理さ
れる，（b）企業間で会計実務が異なる,（ｃ）財務諸表利用者に不適切な情報が
提供される，といった問題が生じてきていた。
　しかも上述の２つの基準書間ですら整合性が図られていないというのが
非整合性の問題である。予定取引に対するヘッジ会計の適用１つについて
みても，基準書第80号ではヘッジ会計の適用が認められているのに対し
て，第52号では適用が認められていない。これ以外にも，リスク評価対象
の範囲（取引ベース対企業ベース），ヘッジ効果の測定方法（相関性テスト対
有効性テスト）といった点でも両基準書間では整合性が図られていないの
である。
　複雑性の問題とは，デリバティブとヘッジ会計について，単一の包括的
なアプローチが存在しないために，企業が, EITFやその他の必ずしも正
式に認められていないものを含めて多くの異なる情報から，類推適用を行
ってきた結果，同一商品に対して複数の会計処理が生じてきているという
問題である。
　最後にデリバティブの効果の不透明性とは，デリバティブに関連する本
質的な権利や義務が財務諸表において報告されないために，企業がデリバ
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ティブにより何を行ったのか，またその結果どのような影響があったのか
ということについて，財務諸表の利用者は知ることができないという問題
である。
　以上のような問題を背景として, FASBは本草案を策定するにあたり，
要約すると，次のような４つの基本方針を決定している(52-62)。
①　デリバティブは資産または負債であり，財務諸表上で報告しなければ
ならない。デリバティブは現金で決済できる権利または義務であることか
ら, FASB概念ステートメント第６号で定めている資産または負債に該当
する。利益が生じているデリバティブを現金の受取りにより決済できると
いうことは，将来の経済的便益に対する権利の証拠であり，デリバティブ
が資産であることを示すものである。また同様に，損失が生じているデリ
バティブを決済するために要求される現金の支払いは，将来，資産を犠牲
にする義務の証拠であり，デリバティブが負債であることを示すものであ
る。
②　公正価値は金融商品にとり最も適合した測定値であり，デリバティブ
にとっては唯一の適合した測定値である。デリバティブは公正価値で測定
されなければならず，ヘッジが有効な期間に生ずる公正価値の変動は，ヘ
ッジ対象の簿価の修正に反映されなければならない。
③　資産または負債の要件をみたす項目だけが貸借対照表に資産または負
債として計上されなければならない。公正価値変動の結果としてデリバテ
ィブに生ずる損益は，資産または負債としての基本特性を有していないた
めに，別個の資産または負債とはいえない。したがって，デリバティブに
生じる損益を資産または負債として繰延べて，貸借対照表に計上すること
はできない。
④　ヘッジ会計の適用は，適格要件を満たした取引についてのみ認めるべ
きであり，この関連で重要なことは，公正価値またはキャッシュ・フロー
における変動の相殺程度を評価しなければならないということである。ヘ
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ッジ会計は経営者の意図に基づいて選択的に行われるため，企業がヘッジ
関係にあると主張するすべてのケースに無条件にヘッジ会計を適用すべき
ではなく，合理的な基準に合致した取引のみに適用を制限すべきである。
その適格基準の一つとしては，ヘッジ本来の意味からいって，ヘッジ手段
としてのデリバティブとヘッジ対象の間で，公正価値変動やキャッシュ・
フロー変動が有効に相殺されているということである。
４　公開草案におけるデリバティブの認識と測定およびヘッジ会
　　計処理
　(1)認められた三つのヘッジ会計処理
　本草案では前述の基本方針に基づき，すべてのデリバティブをその公正
価値により測定し，貸借対照表に資産または負債として計上することを要
求している。このためすべてのデリバティブについて期末に公正価値によ
る評価替えが行われ，この公正価値変化により生じた利益，損失は，その
期の稼得利益として損益計算書に計上するのが原則である。しかし，①公
正価値ヘッジ，②キャッシュ・フロー・ヘッジ，③在外事業に対する純投
資の為替リスク・エクスポージャー・ヘッジ，という３つのヘッジ目的に
デリバティブが利用されている場合には，特別な会計処理であるヘッジ会
計の適用が認められている。ここで公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー
・ヘッジが区別されているのは，ひとくちにリスク・エクスポージャーと
いっても，そこには価格変動が特定の資産または負債の公正価値変動をも
たらす公正価値エクスポージャーと，価格変動が将来のキャッシュ・フロ
ー変動をもたらすキャッシュ・フロー・エクスポージャーの二つのタイプ
があるとの認識によるものである(104-109)。また，このようにヘッジを
公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー・ヘッジとに区別したということは，
企業ベースではなく，取引ベースでリスクをみるということでもある。
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　（2）公正価値ヘッジとその会計処理
公正価値ヘッジとは，認識されている資産，負債，または確定約定の公正
価値が価格変動により変動するエクスポージャーをヘッジすることをいい，
本草案ではこの公正価値ヘッジと認められるための適格条件として，要約
すると次のような10項目を挙げている（12）。
ａ　ヘッジの開始時に，ヘッジ手段および対応するヘッジ対象について，
　　ヘッジされるリスクの性質をも含めて，正式な文書が存在すること。
ｂ　ヘッジ手段としてのデリバティブの利用が，企業のリスク管理政策と
　　矛盾しないこと。
ｃ　ヘッジ対象が，ある資産または負債の全部なのか，あるいは一部なの
　　かということが明確に識別されること。一部である場合には，当該資
　　産または負債全体の何パーセントなのかが明示されること。
ｄ　ヘッジ対象は単一の資産または負債（または一部）であってもよいし，
　　類似する資産または負債（またはその一部）のポートフォリオであって
　　もよいが，ポートフォリオの場合には，それを構成する項目は市場の
　　変動に対して同じ方向に反応することが期待できるような，共通の特
　　徴を待っていること。
ｅ　ヘッジ対象の公正価値測定には信頼性があり，かつデリバティブの公
　　正価値変動が，ヘッジの開始時においても，その後のヘッジ継続時に
　　おいても，ヘッジ対象の公正価値変動のほとんどすべてを相殺すると
　　期待できること。
ｆ　ヘッジ対象はそれぞれが個別に，もし価格変動があったならば，報告
　　利益に影響を与え　るようなリスクに曝されていること。
ｇ　ネットでの売建オプションはヘッジ手段としては認められないこと。
ｈ　ヘッジ対象を部分に含む一群の項目について設定された「不特定引当
　　金」（評価勘定）や，繰延手数料・繰延費用，あるいは購入プレミアム
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　　　・ディスカウントが存在する場合には，これらをヘッジ対象に配分で
　　　きること。
ｉ　以下の項目はヘッジ対象となりえないこと。
　　（1）基準書第115号に示される満期保有を意図する負債証券
　　（2）埋蔵中の石油・ガス，未採掘の鉱物，成育途中の農産物等
　　（3）無形固定資産
　　（4）持分法適用の投資
　　（５）　基準書第122号により資産として認識されないモーゲージ・サー
　　　　ビス権
　　（6）　基準書第13号で定義されているリース
　　（7）基準書第60号，第97号，第113号で定義・検討されている保険契
　　　　約債務
ｊ　ヘッジの開始時において，ヘッジ対象が予定取引に係るキャッシュ・
　　フロー・ヘッジの対象となっていないこと。
　ここで特に注目されるのは，項目ｄであり，これによりヘッジ対象とし
て認められるポートフォリオは，市場の価格変動に対して同じように反応
する共通の特徴を持つ資産・負債の集合である必要があり，異なる反応を
する資産・負債の集合からなるポートフォリオのヘッジであるマクロヘッ
ジは，ヘッジ会計の適用対象とはならないという点である。
　以上の条件をみたし，公正価値ヘッジとして適格であると指定された場
合，デリバティブ（ヘッジ手段）の公正価値変動の結果発生した利益また
は損失は，その発生期間に損益認識され，他方ヘッジ対象である資産，負
債，確定約定についても，ヘッジ手段と同様に公正価値で評価され，相殺
的な評価損益が同一期間に稼得利益として認識されることにより，ヘッジ
の実態が会計に反映されるわけである。ただし，ヘッジ対象の公正価値変
動のうち，当該年度の損益として損益計算書で認識できる額は，ヘッジ手
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段であるデリバティブから生じた同一期間の損益の額を限度とされている。
そして，もしヘッジ対象の公正価値変動がこの限度額を超え，損益認識で
きない部分が生じた場合には，その超過額を繰延べ，将来，ヘッジ手段か
ら生じる損益がヘッジ対象の公正価値変勅額を超過する期間に，当該繰延
額を損益認識できるとしている（13）。すなわち，公正価値ヘッジの会計処
理は,（ａ）デリバティブに係る損益全額と，これを相殺する範囲内にあるヘ
ッジ対象の損益とをともに稼得利益として報告する会計処理，または，（b）
ヘッジ開始時以来のヘッジ対象に係る累積損益で相殺できる範囲で，ヘッ
ジ対象の簿価修正としてデリバティブの損益を繰延べる会計処理であると
説明できる(14)。
　さらに，利付き資産または負債がヘッジ対象である場合には，ヘッジ対
象の修正後簿価と予測される将来キャッシュ・フローに基づいて，その実
効利率の再計算を行うべきこと(15),確定約定が金融商品の側面（例えば，
外貨支払いの義務）と非金融資産または非金融負債の側面（例えば，固定資
産を受け取る権利）の両面を持ち，それぞれ別々にヘッジを行っている場合
には，ヘッジ手段が関連する要素についてのみ事後の測定を行わなくては
ならないこと(16),非デリバティブ金融商品は，在外事業に対する純投
資の為替リスク・エクスポージャー・ヘッジ，そして確定約定に固有の為
替リスク・エクスポージャー・ヘッジという二つの場合を除いて，資産ま
たは負債の公正価値変動エクスポージャーのヘッジとしては用いてはなら
ないこと，といったルールを示している（17）。
　公正価値ヘッジの条件をみたさなくなった場合や，ヘッジ手段であるデ
リバティブの期日到来・売却・行使があった場合，あるいは公正価値ヘッ
ジを止めるという選択をした場合には，その時点でヘッジ対象及びヘッジ
手段に対する前述の会計処理を停止すべきであるとしている。また，ヘッ
ジ対象である確定約定の履行可能性がほとんどなくなった場合には，前述
の会計処理によりこれまで認識してきた資産または負債（確定約定からの損
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益の結果として生じた資産または負債）の認識を停止し，稼得利益としてこ
れに対応する損益を認識すべきこととしている（18）。なお，ヘッジ対象
となる以前のヘッジ対象項目の公正価値変動分については，事後のヘッジ
会計処理の計算には含むことができず，稼得利益もしくはその他の包括利
益として繰上げ認識をすることを禁止している(119)。つまり，売却され
ない限りその損益の修正処理は行われないとしている。
　（3）キャッシュ・フロー・ヘッジとその会計処理
　本草案では予定取引を「確定約定とはなっていないが，将来発生するこ
とが期待される取引である。取引や事象はいまだ発生しておらず，また将
来それが発生したならば，それらはその時点における時価で発生するであ
ろうから，予定取引は事業体にとって，将来の便益に対する現時点の権利，
または将来の犠牲に対する現時点の義務をなんら意味するものではない。」
（付録Ｄ）と説明している。キャッシュ・フロー・ヘッジとは，この予定取
引に係るキャッシュ・フロー変動のエクスポージャーに対するヘッジをい
い，このキャッシュ・フロー・ヘッジと認められるための適格条件として，
要約すると次の８項目を挙げている（20）。
ａ　ヘッジの開始時に，ヘッジ手段とヘッジ対象として特定された予定取
　　引について，そのヘッジされるリスクの性格をも含めて，正式な文書
　　が存在すること。
ｂ　ヘッジ手段としてのデリバティブの利用が企業のリスク管理政策と矛
　　盾しないこと。
ｃ　ネットでの売建オプションはヘッジ手段としては認められないこと。
ｄ　ヘッジの開始時においても，後のヘッジ継続時においても，デリバテ
　　ィブはヘッジ対象である取引に係るキャッシュ・フロー変動額のほと
　　んどすべてを相殺する正味の累積キャッシュ・フローを持つことが期
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　　待されること。
ｅ　予定取引の行われる可能性が高く，既定路線に沿った企業活動の一環
　　として行われるものであり，さらにキャッシュ・フローの変動をもた
　　らし，報告利益に影響を与える可能性がある価格変動のリスクに曝さ
　　れていること。
ｆ　予定リスク・エクスポージャーがあるのは，取引自体であること。
ｇ　予定取引は，取得後または発生後には公正価値で測定され，その公正
　　価値変動が稼得利益として報告されるような資産の取得取引または負
　　債の発生取引ではないこと。
ｈ　ヘッジの開始時において，予定取引に係るキャッシュ・フロー変動は，
　　公正価値ヘッジによりヘッジされている資産または負債に関連するも
　　のではないこと。
　項目ｆの「予定リスク・エクスポージャーがあるのは，取引自体である
こと。」という適格条件は，予定取引が外部の第三者との取引であること
を意味し，連結グループのメンバー間での内部取引や子会社の見込み純利
益は，除外されるということである。しかし例外として，機能通貨が異な
る連結グループのメンバー間の取引で，費用の発生とは異なる種類の通貨
で収益が回収される場合には，第三者への予定販売に関して外貨リスク・
エクスポージャーが存在することから，この項目ｆに照らしてみる限りヘ
ッジ対象とはなりえないエクスポージャーであっても，複数の機能通貨が
使用されているという点を根拠として，デリバティブをこの種の予定取引
に対する外貨リスク・エクスポージャーのヘッジ手段として指定できると
している（21）。また，非デリバティブ金融商品は予定取引のヘッジ手段
としては使用できないとしている（23）。
　以上の条件により，キャッシュ・フロー・ヘッジとして適格であると指
定された場合，デリバティブの公正価値変動は，稼得利益の外でその他の
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包括利益として報告され，当該予定取引の履行予定日に，その他の包括利
益に計上された累積公正価値変勅額の全額を稼得利益に振替えて損益認識
するわけである(24)。
　キャッシュ・フロー・ヘッジの条件がみたされなくなったり，ヘッジ手
段であるデリバティブの期日到来・売却・行使などがあった場合，あるい
はキャッシュ・フロー・ヘッジを止めるという選択をした場合には，上記
のヘッジ会計処理は停止しなければならない（26）。またキャッシュ・フ
ロー・ヘッジを停止した場合には，予定取引の履行見込がないとしてヘッ
ジ会計処理を停止した場合と，独立した，非反復的かつ非通常的な出来事
により予測の変更が行われた場合の２つを例外として，その他の包括利益
に計上されているデリバティブに係る累積公正価値変勅額は，当初定めた
予定取引履行日に，稼得利益として損益認識しなければならないとしてい
る。そして上記の例外の場合については，予定取引の履行見込の無くなっ
た当日に，繰延べられてきた損益を稼得利益として損益認識しなければな
らないとしている（27）。
　（4）在外事業に対する純投資の為替リスク・エクスポージャーのヘッジ
　　　とその会計処理
　本草案は，外貨換算問題について包括的に再検討を行うものではないた
めに，基準書第52号と同様の２つの例外を残している。その１つは，外貨
建確定約定のヘッジとして外貨建非デリバティブ金融商品を認めているこ
とであり(124),もう１つは，在外事業に対する純投資の為替エクスポー
ジャーのヘッジとして外貨建金融商品（デリバティブであると，非デリバテ
ィブであるとも問わない）の使用を認めていることである(125)。これらの
例外は，ヘッジ対象である資産の公正価値変動の認識を求める本草案のヘ
ッジ会計の規定と矛盾するものではあるが，現行のルールである基準書第
52号の下でヘッジとして認められ，また広く外貨建金融商品のヘッジ会計
　　　　　　　　　　　　　　－160（211）－
実務で行われているため，あえてこの例外を許容したということである。
　在外事業に対する純投資の為替エクスポージャーのヘッジとしてデリバ
ティブが用いられる場合，ヘッジ手段であるデリバティブに係る外貨建取
引の計算それ自体は，基準書第52号15項と同様に，機能通貨とデリバティ
ブの表示通貨との間の直物相場の変動による機能通貨のキャッシュ・フロ
ー増減として算定されるが，財務諸表の表示に関しては同20項に従い為替
換算調整と同様に処理される(稼得利益にはならない)。この場合，もしデ
リバティブの公正価値変勅額と為替換算調整と同様に処理した金額との間
に差額があれば，この差額は稼得利益として報告されなければならないと
している(28)。このような取扱いは，現存資産のヘッジとして使用され
るデリバティブの損益を稼得利益に含め，また，ヘッジ対象は特定の資産
または類似の資産であるとする本草案の原則と相容れないために，例外ル
ールとなっているわけである。
　基準書架52号20項に従えば，在外事業に対する純投資の為替エクスポー
ジャーのヘッジとして，外貨建非デリバティブ金融商品を用いることもで
きる。しかし，外貨建非デリバティブ金融商品の計上基準については本草
案では取り扱っていない(28)。基準書第52号20項では，このような外貨
建非デリバティブ金融商品に係る外貨建取引損益は，為替換算調整と同様
に報告しなければならないとしている。
５　公開草案公表後の動向
　1996年６月に公表されたこの公開草案のコメントの締め切り日は，同年
10月11日に設定されていた。その後, FASBは同年11月に公聴会を開催し，
また12月には送られてきたコメントや公聴会で討議された問題についての
タスク・フォースによる検討会を開いている。そして1997年１月には，い
よいよ公開草案についての再検討が開始された。
　現在, FASBによる討議結果は，インターネット上で誰でも入手するこ
　　　　　　　　　　　　　　－159(212)－
とが可能であり，ここでは，1997年の１月から７月までの期間に行われた
討議の結果なされた公開草案の改訂について，その資料11）に基づいてみ
ていく。
　当初，本草案は，1997年12月16日以降開始する事業年度の財務諸表から
適用される予定であったが，最終的な基準書は１年遅れて，1998年12月16
日以降開始する事業年度の財務諸表から適用される予定に変更され，しか
もにFASBは公開草案の改訂ということではなく，最終的な基準書の確
定に持っていくことを決定している。
　内容的にはまず，デリバティブの定義の修正とそれに伴う用語変更があ
る。公開草案では，デリバティブ金融商品という用語であったが，単にデ
リバティブ商品という用語に変更するとしている。これはデリバティブの
定義を現金による差額決済ばかりでなく，その他の金融資産（例えば，財
務省証券）や非金融資産（例えば，商品）による差額決済ができる契約をも
含めた結果だとしている。
　公正価値ヘッジについては，ヘッジ対象の公正価値変勅額の全額を稼得
利益として認識するのではなく，ヘッジされているリスクに関連する部分
についてだけを稼得利益として認識するというように改められている。ま
た確定約定の公正価値ヘッジにおいて，確定約定の金融商品の側面と非金
融資産・負債の側面の区分処理を規定した16項は削除するとしている。
　予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジにつても，その他の包括利益に
計上されているデリバティブに係る累積公正価値変動額は，公開草案では，
予定取引の履行予定日に稼得利益として認識することとなっていたが，認
識を実際に予定販売が行われた日というように，予定取引が稼得利益に影
響を与える日に認識することとされた。同様にヘッジの中止の意思決定を
行った場合には，その意思決定の日に稼得利益として認識するというよう
―158(213) ―
に変更されている。また，キャッシュ・フロー・ヘッジでのロール・オー
バー戦略が認められたのも大きな変更といえよう。
　このようにFASBは，この公開草案に少しづつ手直しを加え，正規の
基準書として確定するための努力を継続して行っている。企業のリスク管
理活動がますます高度化，複雑化していくなかで，公正価値評価の側面を
強く打ち出すことは必然的なことであり，今後ともこの見地に立って，マ
クロヘッジをも視野に入れたヘッジ会計の基準の完成が期待される。
－157(214)－
